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令和７年度普通交付税及び地方特例交付金決定額等について 
 
Ⅰ 普通交付税（当初算定） 
 

１．普通交付税決定額（全国） 
（単位：億円、％） 

区  分 令和７年度 令和６年度 伸 率 

道 府 県 分  
 

９２，７２２  

（９４，７２５） 

９２，３２５  

（▲２．１） 

 ０．４  

市 町 村 分  
  

８５，４７５ 

（８５，２９０） 

８３，１４５  

（０．２） 

２．８  

合 計 
  

１７８，１９８ 

（１８０，０１５） 

１７５，４７０  

（▲１．０） 

１．６  

   ※令和６年度の（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

    ※表示単位未満を四捨五入しているため、項目ごとの数値の計と合計は一致しない。 

 

２．本県分  

（１）交付決定額 

県    分     ２，１３５億２，９６２万４千円  

市町村分     １，９７５億３，８６１万２千円     

 

（２）対前年度比較 

    ア  県分の交付決定額は、前年度に比べ１億９，６７１万３千円（＋０．１％）の増となった。 

交付決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額は、前年度に比べ 

７億７，２８３万２千円（▲０．４％）の減となった。 

    イ  市町村分の交付決定額は、前年度に比べ２６億１，９２６万４千円（＋１．３％）の増となった。 

       六ヶ所村は平成８年度から引き続き不交付団体となっている。 

実質的な地方交付税額（交付団体ベース）は、前年度に比べ６億７，４４３万３千円（＋０．３％）の増 

となった。 

（市町村別の額は別紙１・２のとおり。） 
（単位：千円、％） 

区 分 令和７年度 令和６年度 差引増減 伸 率 

県   分 
 

２１３，５２９，６２４ 

（２１４，３０２，４５６） 

２１３，３３２，９１１ 

（▲７７２，８３２） 

１９６，７１３ 

（▲０．４） 

０．１ 

市町村分 
 

１９７，５３８，６１２  

（１９６，８６４，１７９） 

１９４，９１９，３４８  

（６７４，４３３） 

２，６１９，２６４ 

（０．３） 

１．３  

合 計 
 

４１１，０６８，２３６  

（４１１，１６６，６３５） 

４０８，２５２，２５９  

（▲９８，３９９） 

２，８１５，９７７ 

（▲０．０） 

０．７ 

※令和６年度の（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

 



 

 

Ⅱ 臨時財政対策債発行可能額 
 

１．臨時財政対策債の概要 

地方財源の不足に対処するため、地方財政法第５条の特例として発行するものであり、その元利償還金につ

いては、翌年度以降の基準財政需要額に全額算入される。 

なお、令和６年度の発行可能額については、各地方公共団体の財源不足額を基礎として、財政力を考慮し算

出される。 

 

２．臨時財政対策債発行可能額（全国） 

  令和７年度は、平成13年度の制度創設以来、初めて新規発行額が生じないこととなった。     

 （単位：億円、％） 

区  分 令和７年度 令和６年度 伸 率 

道  府  県  分  ０ ２，３９９ 皆減 

市  町  村  分 ０ ２，１４５ 皆減 

合 計 ０ ４，５４４ 皆減 

 

３．本県分 

  県   分   ０千円 

  市町村分   ０千円（市町村別発行可能額は別紙３のとおり） 

                                                               （単位：千円、％） 

区 分 令和７年度 令和６年度 差引増減 伸 率 

県        分 ０ ９６９，５４５ ▲９６９，５４５ 皆減 

市  町  村  分 ０ １，９４４，８３１ ▲１，９４４，８３１ 皆減 

合 計 ０ ２，９１４，３７６ ▲２，９１４，３７６ 皆減 

 

  



 

 

Ⅲ 地方特例交付金 

 

１． 地方特例交付金の概要 

 （１）住宅借入金等特別税額控除減収補塡特例交付金 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収を補塡するため、各地

方公共団体の住宅借入金等特別税額控除見込額を基礎として交付されるもの。 

 （２）定額減税減収補塡特例交付金 

   個人住民税における定額減税の実施に伴う地方公共団体の減収を補塡するため、各地方公共団体の定額

減税見込額を基礎として交付されるもの。 

 

２． 地方特例交付金交付決定額（全国）  

                              （単位：億円、％）                                               

区  分 令和７年度 令和６年度 伸 率 

都道府県分 

住宅借入金等特別税額控除減収補塡特例交付金 

定額減税減収補塡特例交付金 

６６４ 

６２９ 

３５ 

３，９９１ 

７０５ 

３，２８６ 

▲８３．４ 

▲１０．８ 

▲９８．９ 

市町村分 

住宅借入金等特別税額控除減収補塡特例交付金 

定額減税減収補塡特例交付金 

１，１９８ 

１，１３０ 

６８ 

７，２１７ 

１，２６９ 

５，９４８ 

▲８３．４ 

▲１０．９ 

▲９８．９ 

合    計 

住宅借入金等特別税額控除減収補塡特例交付金 

定額減税減収補塡特例交付金 

１，８６２ 

１，７５９ 

１０３ 

１１，２０８ 

１，９７４ 

９，２３４ 

▲８３．４ 

▲１０．９ 

▲９８．９ 

 

３．本県分 

県   分  ： ６億６，１１６万２千円 

市町村分  ： ９億９，１７５万７千円（市町村別決定額は別紙４のとおり） 

（単位：千円、％） 

区  分 令和７年度 令和６年度 差引増減 伸 率 

県   分 
住宅借入金等特別税額控除減収補塡特例交付金 
定額減税減収補塡特例交付金 

６６１，１６２ 

６４９，１８９ 

１１，９７３ 

３，９０９，２８２ 

７１２，１６０ 

３，１９７，１２２ 

▲３，２４８，１２０ 

▲６２，９７１ 

▲３，１８５，１４９ 

▲８３．１ 

▲８．８ 

▲９９．６ 

市町村分 

住宅借入金等特別税額控除減収補塡特例交付金 

定額減税減収補塡特例交付金 

９９１，７５７ 

９７３，７９０ 

１７，９６７ 

５，８６４，４０６ 

１，０６８，２４６ 

４，７９６，１６０ 

▲４，８７２，６４９ 

▲９４，４５６ 

▲４，７７８，１９３ 

▲８３．１ 

▲８．８ 

▲９９．６ 

合 計 

住宅借入金等特別税額控除減収補塡特例交付金 

定額減税減収補塡特例交付金 

１，６５２，９１９ 

１，６２２，９７９ 

２９，９４０ 

９，７７３，６８８ 

１，７８０，４０６ 

７，９９３，２８２ 

▲８，１２０，７６９ 

▲１５７，４２７ 

▲７，９６３，３４２ 

▲８３．１ 

▲８．８ 

▲９９．６ 

※ 上記交付金は、普通交付税の交付・不交付にかかわらず、全地方公共団体が交付対象となる。 

 


